
＜検査等関連業務の追加＞ 
診療放射線技師が実施する検査等に伴い必要となる以下の行為を、診療の補助として業務範囲に追加。 

  

 

○関係法令・通知等を改正し、検査等関連行為を安全かつ適切に行うために必要な教育内容を現行の教育内容に配慮しつつ追加 

○既に診療放射線技師の資格を取得している者について、医療現場において検査等関連行為を実施する際には、医療機関や職能
団体等が実施する教育・研修を受けるよう促すことで教育内容を担保。 

○ 医療現場において抜針等の現行の診療放射線技師の業務範囲には含まれていない行為が、安全性を保った上で、相当程度
実施されている。 

 
○ 医療の高度化・複雑化に対応し、多様な医療スタッフが互いに連携・補完し合い、それぞれの専門性を最大限に発揮する
「チーム医療」を推進するために、診療放射線技師の業務範囲を拡大する必要がある。 

  診療放射線技師の業務範囲の拡大について（一部追加）（案）   

２．改正の内容 

３．教育内容等の見直し 

１．検討の背景 

① 造影剤の血管内投与に関する業務 
  （ⅰ） ＣＴ検査、ＭＲＩ検査等において医師又は看護師により確保された静脈路に造影剤を接続すること及び 
     造影剤自動注入器を用いた造影剤投与を行うこと。 
  （ⅱ） 造影剤投与終了後の静脈路の抜針及び止血を行うこと。 

② 下部消化管検査に関する業務 

  （ⅰ） 下部消化管検査に際して、カテーテル挿入部（肛門）を確認の上、肛門よりカテーテルを挿入すること。 
  （ⅱ） 肛門より挿入したカテーテルより、造影剤及び空気の注入を行うこと。 
 
③ 画像誘導放射線治療（image-guided radiotherapy : IGRT）に関する業務（追加） 
  （ⅰ） 画像誘導放射線治療に際して、カテーテル挿入部（肛門）を確認の上、肛門よりカテーテルを挿入すること。 
  （ⅱ） 肛門より挿入したカテーテルより、空気の吸引を行うこと。 
 
   

 

資料１－２ 



参照条文 

 

○診療放射線技師法（昭和二十六年法律第二百二十六号） 

 

  （画像診断装置を用いた検査の業務）  

第二十四条の二  診療放射線技師は、第二条第二項に規定する業務のほか、保健師助産師看護師法 （昭和二

十三年法律第二百三号）第三十一条第一項 及び第三十二条 の規定にかかわらず、診療の補助として、磁気共

鳴画像診断装置その他の画像による診断を行うための装置であつて政令で定めるものを用いた検査（医師又は

歯科医師の指示の下に行うものに限る。）を行うことを業とすることができる。  

 


